
四日市市選管告示第１０号 

 

 四日市市投票所移動支援実施要綱を次のように定める。 

 

 令和６年９月２日 

 

                       四日市市選挙管理委員会 

                            委員長 渡邉 八尋 

 

四日市市投票所移動支援実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内に居住する選挙人のうち、選挙時における自宅等と投票所と

の間の移動が困難な選挙人を対象に、投票日当日のタクシーによる移動を支援するこ

と（以下「移動支援」という。）により、投票しやすい環境を整備し、投票の利便性

の向上を図ることを目的として、移動支援の実施に必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 自宅等 自宅及び住所を置かずに生活の本拠としている市内の居所をいう。 

(2) 投票所 選挙人が本市の選挙人名簿に登録されている投票区の投票所をいう。 

(3) 移動支援事業者 移動支援の実施にあたり、本市と契約を締結した者をいう。 

 

（対象者） 

第３条 移動支援の対象者は、本市の選挙人名簿に登録されている選挙人であって、次

の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 投票日当日、投票所までの移動が困難な市内居住者で、移動のための交通手段又

は補助手段（家族等の送迎）がない者 

(2) 資格等に関する要件 次に掲げるいずれかに該当すること。 

ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条第１項の規定による要介護

認定を受けている者であって、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査

及び判定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号）に規定する要

介護３から要介護５までのいずれかの認定を受けている者 



イ 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に規

定する下肢障害若しくは体幹機能障害で１級、２級及び３級、視覚障害で１級

及び２級又は内部障害で１級に該当し、身体障害者手帳の交付を受けている者 

ウ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条に規定する児童相談所（以

下「児童相談所」という。）又は知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）

第１２条第１項に規定する知的障害者更生相談所の判定により、療育手帳Ａ（Ａ

１又はＡ２）の交付を受けている者 

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５

号）第６条に規定する精神障害１級に該当し、精神障害者保健福祉手帳の交付

を受けている者 

 (3) 身体状況等に関する要件 次に掲げるいずれかに該当すること。 

ア 自らタクシーまで移動し、乗降が可能であること。 

イ 自らタクシーまでの移動が困難な場合は、自宅等及び投票所において、タク

シーまでの移動及び乗降を介助する者を同伴できること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は対象者としないもの

とする。 

(1) 公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５９条の３第４項の規定による

郵便等投票証明書の交付を受けている者 

(2) 公職選挙法施行令第５０条第１項に規定する不在者投票施設に入院又は入所し

ている者 

 

（実施期間） 

第４条 移動支援の実施期間は、投票日当日における移動支援事業者の営業時間のうち、

本市が指定する時間内とする。 

 

（利用申請） 

第５条 移動支援を利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、移動支援登録

申請書(第１号様式)を、選挙ごとに、投票日当日の４日前までに四日市市選挙管理委

員会(以下「委員会」という。)に提出しなければならない。 

 

（利用券の発行） 

第６条 委員会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、要件を

満たすと認めるときは、利用者にタクシー利用券(第２号様式)を発行するものとする。 



（利用の方法） 

第７条 利用者は、移動支援を利用しようとするときは、移動支援事業者に直接連絡し、

送迎を手配しなければならない。 

２ 利用者は、乗車運賃を支払う代わりとして、タクシー利用券を運転者に渡さなけれ

ばならない。 

 

（移動支援の内容） 

第８条 移動支援事業者は、利用者の自宅等と投票所との間の送迎を行う。 

 

（権利の消滅） 

第９条 利用者は、第３条に規定する要件を有しなくなったときは、その権利を失うも

のとする。この場合において、未使用のタクシー利用券がある場合は、これを速やか

に返還しなければならない。 

 

（届出の義務） 

第１０条 利用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、委員会に届け出なければ

ならない。 

(1) 前条の規定による権利の消滅が生じたとき。 

(2) 第５条第１項に規定する登録申請の内容に変更が生じたとき。 

(3) その他変更の届出が必要と認められるとき。 

 

（費用の返還） 

第１１条 市長は、利用者が、偽りその他不正な手段によりタクシー利用券の交付を受

けたと認めるときは、利用者に対し、移動に要した費用の全部又は一部を返還させる

ことができる。 

 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、委員会

が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行し、令和６年１１月２４日執行の四日市市長選挙に

おける移動支援から適用する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  月  日（ ）執行  

○○○○○選挙 タクシー利用券 

四日市市選挙管理委員会委員長 

 

利 用 者 住 所  

利 用 者 氏 名  

 

 この利用券は、 年  月  日（ ）執行の○○○○○選挙の投票のため、選挙人

が自宅等から投票所までの往復移動にタクシーを利用する場合、運賃無料で乗車できる

ことを証明するものです。 

 タクシーを利用する際は、この利用券を運転手に提出してください。 

 この利用券は、本選挙の投票日当日以外には、利用できませんのでご注意ください。 

裏面もご覧ください。 

利用可能な事業者一覧 

事業者名 所在地 電話番号 車椅子対応の可否 

    

    

    

    

 

＜注意事項＞ 


